
書式第１２号（法第２８条関係） 
 
 
 

平成２９年度 事 業 報 告 書 
 

平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで 
 
  
 特定非営利活動法人 全国ストップ･ザ･ロコモ協議会  
１ 事業の成果 
 
平成29年度は、前年度と同じ事業方針に基づき、各事業を実施した。 

 
（１）市民公開講座 

 
ロコモキャラバンは、NHKエデュケーショナルとタイアップし、独自の企画運営のもと通常 
 

の市民公開講座と異なる形式で全国展開していくもので、平成29年度は4月9日、熊本県熊本市 
 

で「ロコモと子どもロコモ」のテーマで開催された。 
 
NHKエデュケーショナルとのタイアップによる開催は熊本が最後となり、平成30年度からは 
 

SLOCと「各県」臨床整形外科医会等との共催事業となる。 
 
（２）ロコモコーディネーター資格取得研修会 
 

ロコモコーディネーター資格取得研修会は、福岡県福岡市、岡山県岡山市、広島県広島市の 
 

3か所で行われ、理学療法士や保健師など国家資格を有する368名の取得認定者が誕生し、平成 
 

26年度第1回以来10か所での総計は1,459名となった。平成30年度も宮城県県仙台市、愛知県 
 
名古屋市、大阪府堺市の3か所での実施が決まっている。 

 
（３）SLOCウェブサイトを通じたロコモの広報・普及啓発活動 
 

SLOCウェブサイトを通じた新知見の積極的な情報発信、Facebookの活用等により、広報活動 
 
が充実しアクセス数も飛躍的に増えた。また、子どもロコモ啓発予防活動の一環として、平成28  
 
年度から導入された学校健診における運動器検診に対応するため、地域医師会等における取組み 
 
について紹介し、運動器検診システム構築のための参考資料とした。さらにロコモコーディネー 
 
ター制度やロコモに関する医学的情報を掲載したメールマガジンの発信など積極的な広報活動の 
 
結果、SLOCの認知度が高まり、新聞雑誌・TVなどメディアからの取材要請も増えるなど、 
 

SLOCの活動が注目されるようになった。 
 

２ 事業の実施に関する事項 
 
（１）特定非営利活動に係る事業 

 
 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数 

事業費の 

金額 

（千円） 

 



 
  

ロコモに関 
する普及広 
報事業 
 
 

【ホームページの管理・運営】 
ホームページにて、ロコモの医 
学的知識と臨床経験に基づいた 
ロコモの広報・啓発活動を一般 
市民向けに行った。また会員の 
部屋にも、ロコモ講演スライド 
等をアップし、地域の医師会や 
市民対象の講演会等でのロコモ 
啓発の資料とするなど、ホーム 
ムページを充実し、情報提供の 
迅速化をはかった。さらに 
Facebookの活用によりホーム 
ページへの誘導がなされ、アク 
セス数が飛躍的に増えた。 

随 時 法人事務所 
 

20名 不特定多数 222 
 

 
 

【行政への啓発・普及】 
ホームページ等にて全国の自治 
体・教育委員会にロコモの医学 
的知識と臨床経験に基づく広 
報・啓発活動を行った。               

 

随 時 法人事務所 20名 全国の自治体・
教育委員会 

0 

 【メールマガジンの配信】 

ロコモに関する医学的情報を掲

載したメールマガジンを自治体

やロコモコーディネーター向け

に配信を行った。 

随 時 法人事務所 10名 自治体およびロ
コモコーディネ
ーター 

 

0 

 【健康相談の実施】 
インターネットを利用して、ロ
コモに関して医学的知識及び臨
床経験のある医師が健康相談を
行う。 

実施なし 実施なし    0 0 0 

  【市民公開講座の実施】 
ロコモキャラバンでは、NHKエ
デュケーショナルとタイアップ
して「ロコモと子どもロコモ」
のテーマで市民公開講座を開催
した。 

平成29年4月
9日 
 
 
 
 

熊本市 
 
 
 
 

60名 一般市民計251名 
 
 
 
 
 

7,386 
 

 
 

 
 

 
 【ロコモ動画作成】 

ロコモ認知度向上のため、 
「ロコモ」について一切説明の
ないインパクトのある約30秒間
のイメージ動画を制作し、動画
配信サイト「YouTube」に投稿す
ることとなった。色々な動物、
子どもや大人が「こける」シー
ンをフラッシュでつなぎ、その
間に、マラソン中の増田明美さ
んやダンス中のサムさんがこけ
るシーンも織り込む。最後に
「ロコモ」3文字を表記。セリフ
や説明は全くなし。完成は平成
30年度4月予定である。 
 

平成29年12 
月～平成30
年4月 
 

  不特定多数 81 
見積3,166
完成後支払 

 



ロコモに関す 
る教育研修事 
業 

【ロコモコーディネーター資格
取得研修会の実施】 
ロコモに関する医学的知識及び
臨床経験のある医師を講師とし
て、ロコモに関係する医療従事
者（PT、OT、看護師及び介護
福祉などの国家資格保持者等）
を対象として、ロコモの啓発、
予防及びロコモ体操などを指導
するロコモコーディネーター資
格取得研修会を開催した。 
全国への波及・浸透を推進する
ため平成28年度から年3回開催
こととなった。 
 
 
 
 
 

・平成29年 
6月11日 

 
 
・平成29年 

11月12日 
 

 
・平成30年 

 3月18日 
 
 
 
 
 

 
・消耗品購 
 入 
 

福岡市 
 
 
 
岡山市 
 
 
 
広島市 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 30名 ロコモに従事す
る医療従事者 

186名 
（認定者184名） 
ロコモに従事す
る医療従事者 

          83名                                                                                                                                                                                                             
（認定者 83名） 
ロコモに従事す
る医療従事者  

         102名                                                                                                                                                                                                            
（認定者名） 

  101名 
合計371名 
（認定者368名） 
 
 
 
 

 
 
4,428  

 
 

   
3,407 

 
 

 
3,293 

     
 

合計 
11,128 

 
90 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 【ロコモ予防の効果検証事業】 
ロコモコーディネーターとロコ
モコーディネーター以外の指導
によるロコモ予防の効果の違い
に関して、全国4か所で検証す
る。介入期間は3か月間。本事業
は行政の協力を得て実施するも
ので、今後ロコモコーディネー
ター制度を全国に普及・浸透す
るにあたり、重要な効果検証事
業となる。 
 

平成29年10
月～ 
平成30年6月 

鹿児島県 
鹿児島市 
 
大阪府 
富田林市 
 
静岡県 
浜松市 
 
埼玉県 
さいたま市 

 一般市民200人 1,357 
 

ロコモに関す 
る情報の収集 
及び出版等情 
報提供事業 

 
 
 

随 時 法人事務所 10名  0 

国内外のロコ
モに関連する
団体との連絡
提携及び調整 
 

【連絡会議の実施】 
一般社団法人日本臨床整形外科
学会、公益社団法人日本整形外
科学会、日本運動器科学会等と
の連絡会議を開催する。 

実施なし 
 

 

実施なし 
 

  0
  

              0     0 
 
  

ロコモ関連用 

品の販売 

【ロコモ関連用品の販売】 
ロコモの啓発、予防及び治療に
役立つ用品の販売を予定 

実施なし 
 
法人事務所 0名 0  70 

 
  

       
 

（２）その他の事業 

 
事業名 事 業 内 容 実 施 

日 時 
実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

事業費の金額（千円） 
 
 

 
ホームページへの
広告掲載事業 

 
実施なし 

 
実施なし 

 
実施なし 

 
0 

 
0 
 
 

 

  



書式第１４号（法第２８条関係）　　

（単位：円）

特定非営利活動
に 係 る 事 業

その他の事業 合計

Ⅰ　経常収益
１　受取会費

正会員受取会費 86,000 86,000
正会員受取入会金 0

1,880,000 1,880,000
0

20,302,000 20,302,000
３　受取助成金等

受取民間助成金 0
４　資格取得研修会会費 3,710,000 3,710,000
５　事業収益

(1) ロコモに関する普及広報事業収益 0
(2) ロコモ関連用品の販売（売上） 0
(3) ロコモに関する教育研修事業収益 0
(4) ロコモに関する情報の収集及び出版等情報提供事業収益 0
(5) 国内外のロコモに関連する団体との連絡提携及び調整収益 0
(6) ホームページへの広告掲載事業収益 0

６　その他収益
受取利息 70 70

0
経常収益計 25,978,070 0 25,978,070

Ⅱ　経常費用
１　事業費

(１) 人件費
給料手当 0
法定福利費 0
福利厚生費 0
人件費計 0 0 0

(2) その他経費
会議費 467,045 467,045
旅費交通費 2,296,220 2,296,220
通信運搬費 0
印刷製本費 0
減価償却費 274,320 274,320
広報費 403,623 403,623
業務委託費（注） 16,627,049 16,627,049
諸謝金 66,822 66,822
租税公課 70,000 70,000
仕入（注１） 0
雑費 128,556 128,556
雑損失 0
その他経費計 20,333,635 0 20,333,635

20,333,635 0 20,333,635
２　管理費

(１) 人件費
給料手当 925,000 925,000
法定福利費 0
福利厚生費 0
人件費計 925,000 0 925,000

(2)その他経費
会議費 344,335 344,335
旅費交通費 786,568 786,568
通信運搬費 0
印刷製本費 374,652 374,652
減価償却費 0

事業費計

　平成２９年度　活動計算書

　　平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで

科 目

賛助会員受取会費
賛助会員受取入会金

雑収入

受取寄附金
２　受取寄附金

特定非営利活動法人　全国ストップ･ザ･ロコモ協議会



コピー費 0
リース料 0
情報費 0
広報費 0
備品費 0
事務用品費 1,120 1,120
租税公課 0
税理士報酬 183,600 183,600
司法書士報酬 0
弁護士報酬 0
商標登録等報酬 0
雑費 122,196 122,196
その他経費計 1,812,471 0 1,812,471

2,737,471 0 2,737,471
23,071,106 0 23,071,106

2,906,964 0 2,906,964

0 0 0

経理区分振替額 0 0 0
当期正味財産増減額 2,906,964 0 2,906,964
前期繰越正味財産額 15,679,099

　　次期繰越正味財産額 18,586,063

※今年度はその他の事業を実施していません。

　　経常外費用計

当期経常増減額

管理費計
経常費用計

　　経常外収益計
Ⅲ　経常外収益

Ⅳ　経常外費用



書式第１５号（法第２８条関係）

（単位：円）

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金預金 20,848,740
商品

前払金

仮払金

未収金 20,000
流　動　資　産　合　計 20,868,740

２　固定資産

(1)有形固定資産

器具備品（着ぐるみ） 480,060
有形固定資産計 480,060

(2)無形固定資産

無形固定資産計 0
(3)投資その他の資産

　　

投資その他の資産計 0
固　定　資　産　合　計 480,060

資　　産　　合　　計 21,348,800

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金 2,740,571
前受金 8,000
預り金

　　法定預り金 14,166
流　動　負　債　合　計 2,762,737

２　固定負債

固　定　負　債　合　計 0

負　　債　　合　　計 2,762,737

Ⅲ　正味財産の部

 前期繰越正味財産 15,679,099
 当期正味財産増減額 2,906,964

正味財産合計 18,586,063
負債及び正味財産合計 21,348,800

平成２９年度  貸借対照表

平成３０年３月３１日現在

科 目 金 額

特定非営利活動法人　全国ストップ・ザ・ロコモ協議会



書式第１６号（法第２８条関係）

１．重要な会計方針

　　

　 固定資産の減価償却の方法

定額法による。

消費税等の会計処理

税込経理による。

２．事業別損益の状況

普及広報事
業

教育研修事
業

用品の販売
情報収集・
情報提供事
業

他団体との
連絡提携等

事業部門計 管理部門計 合計

Ⅰ　経常収益

　１．受取会費

正会員 86,000 86,000

賛助会員 1,880,000 1,880,000

　２．受取入会金

正会員 0 0

賛助会員 0

　３．受取寄附金 0 20,302,000 20,302,000

　４．受取民間助成金 0 0

　５．資格取得研修会会費 3,710,000 3,710,000 3,710,000

　６．事業収益（売上） 0 0

　７．その他収益 0 70 70

0 3,710,000 0 0 0 3,710,000 22,268,070 25,978,070

Ⅱ　経常費用

人件費

給与手当 0 925,000 925,000

法定福利費 0 0

福利厚生費 0 0

人件費計 0 0 0 0 0 0 925,000 925,000

その他経費

会議費 467,045 467,045 344,335 811,380

旅費交通費 501,500 1,794,720 2,296,220 786,568 3,082,788

通信運搬費 0 0

印刷製本費 0 374,652 374,652

減価償却費 274,320 274,320 274,320

情報費 0 0

広報費 403,623 403,623 403,623

業務委託費 6,500,000 10,127,049 16,627,049 16,627,049

諸謝金 66,822 66,822 66,822

租税公課 70,000 70,000 70,000

仕入 0 0

備品費 0 0

（単位：円）

科目

経常収益計

（1）

（2）

　　平成２９年度　計算書類の注記

特定非営利活動法人　全国ストップ･ザ･ロコモ協議会

　計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2011年11月20日一部改正　NPO法人会計

基準協議会）によっています。

（１）

（２）



事務用品費 0 1,120 1,120

税理士報酬 0 183,600 183,600

商標登録等報酬 0 0

雑費 10,080 118,476 128,556 122,196 250,752

雑損失 0 0

その他経費計 7,689,523 12,574,112 70,000 0 0 20,333,635 1,812,471 22,146,106

7,689,523 12,574,112 70,000 0 0 20,333,635 2,737,471 23,071,106

△ 7,689,523 △ 8,864,112 △ 70,000 0 0 △ 16,623,635 19,530,599 2,906,964

３．使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等はありません。

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

合計 0

４．固定資産の増減内訳

（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

器具備品 1,371,600 1,371,600 891,540 480,060

合計 1,371,600 1,371,600 891,540 480,060

当期経常増減額

内容 備考

科目

経常費用計



書式第１７号（法第２８条関係）

（単位：円）

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金預金

手元現金 4,427
普通預金（みずほ） 3,935,294
郵便振替 16,909,019

商品

前払金

仮払金

未収入金 20,000

流　動　資　産　合　計 20,868,740
２　固定資産

(1)有形固定資産

器具備品 480,060
有形固定資産計 480,060

(2)無形固定資産

無形固定資産計 0
(3)投資その他の資産計

投資その他の資産計 0
固　定　資　産　合　計 480,060

資　　産　　合　　計 21,348,800

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金 2,740,571
前受金 8,000
預り金

法定預り金 14,166
流　動　負　債　合　計 2,762,737

２　固定負債

固　定　負　債　合　計 0
負　　債　　合　　計 2,762,737

正　　味　　財　　産 18,586,063

平成２９年度　財産目録

　　平成３０年３月３１日現在

科 目 金 額

特定非営利活動法人　全国ストップ・ザ・ロコモ協議会



監 査 報 告

特定非営利活動法人全国ストップ･ザ･ロコモ協議会

理事長　　藤　野　圭　司　　殿

　平成29年度の会計監査を行った結果、下記のとおり報告いたし

ます。

記

１．理事の業務執行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に

　違反する重大な事実は認められない。

２．事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示し

　ている。

３．会計書類は、法人の財産及び損益の状況を全ての重要な点に

　おいて適正に表示している。

平成30年4月15日

　　　　　　　　　　　　　監　事　　　大　内　怜次郎　　㊞　

　　　　　　　　　　　　　監　事　　　鄭　　　仁　秀　　㊞　

　　　　　　　　　　　　　監　事　　　小見山　　　満　　㊞　
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